
監 査 種 別  財政援助団体監査 

監 査 対 象  名古屋商工会議所 

（事務所所在地：中区栄二丁目10番19号） 

上記団体の所管局の事務を含む。 

監 査 期 間  令和元年 ８月 １日から 

令和元年１２月１７日まで 

監 査 結 果 

第１ 団体の概要 

市民経済局所管の財政援助団体である名古屋商工会議所（以下「商工会議所」と

いう。 ） は、地区内における商工業者の共同社会を基盤とし、商工業の総合的な改

善発達を図り、かねて社会一般の福祉の増進に資し、もってわが国商工業の発展に

寄与することを目的として、昭和28年10月に施行された商工会議所法（昭和28年法

律第 143号）に基づき、その前身である社団法人名古屋商工会議所（明治14年 3月

設立当初は名古屋商法会議所として発足）を組織変更して設立された。

主な事業内容は、①商工会議所としての意見の公表、国会等への具申・建議、② 

行政庁等からの諮問への答申、③商工業に関する調査研究、④商工業に関する情 

報・資料の収集・刊行、⑤商品の品質その他商工業に係る事項に関する証明・鑑定

等、⑥輸出品の原産地証明、⑦商工業に関する施設の設置・維持・運用、⑧商工業

に関する講演会等の開催、⑨商工業に関する技術・技能の普及・検定、⑩博覧会・

見本市等の開催等である。

これらの事業を運営するため、議員総会、常議員会、事務局等が置かれており、

事務局の職員数は 141人となっている。機構及び職員配置状況は、次図のとおりで

ある。

 (注) 文中では万円未満の端数を切り捨て、 表中では千円未満の端数を切り捨て、



比率は実数により計算し計数ごとに小数点以下第 2位を四捨五入した。したが

って、内訳の計と合計が一致しない場合がある。 

機構図                        （平成31年 3月31日現在）  

商工会議所の会計は一般会計と特別会計に区分され、特別会計は、中小企業相談

所特別会計、共済事業等特別会計、所屋管理特別会計、愛・地球博理念継承事業特

別会計に区分して経理されており、平成30 年度の収入及び支出の決算額は、第 1 表

のとおりである。 

 第 1表 収支決算額 

区分 収入決算額 支出決算額 収支差額 

一般会計 

千円 千円 千円

1,773,283 1,543,029 230,254

中小企業相談所特別会計 995,775 995,775 -

共済事業等特別会計 238,470 238,470 -

所屋管理特別会計 664,312 599,834 64,477

愛・地球博理念継承事業特別会計 24,605 24,605 -

計 3,696,447 3,401,715 294,731

会 頭（ 1人） 

副会頭（ 6人） 

相談役（ 3人） 

顧 問（ 2人） 

参 与（48人）

議員総会（ 150人） 監事（ 3人） 

常議員会（50人） 

※うち、 2人は副会頭と兼務
専務理事（ 1人） 

常務理事・事務局長（ 1人） 

事務局（ 141人） 

 総務管理部（24人） 

 企画調整部（20人） 

 産業振興部（15人） 

  商務交流部（15人） 

 中小企業部（67人） 



第２ 補助金の交付 

平成30年度において、本市は商工会議所に対し、名古屋市小規模事業者経営改善

普及事業費等補助金 1,193万円を支出している。補助金の概要については以下のと

おりである。 

１ 目的 

  商工会議所等が行う小規模事業者の経営の改善発達を支援する事業に要する経費 

の一部を補助することにより、小規模事業者の振興と安定を図ることを目的とする。 

２ 補助対象事業、経費及び補助金額 

補助対象事業 補助対象経費 補助金額 

本市等が実施する商工業及

び金融制度の周知、斡旋等

の施策普及事業 

施策普及・周知にかかるパンフレット・ポ

スター作成及び配布等に要する経費のう

ち、市長が必要かつ適当と認めたもの。 

11,932千円

小規模事業者経営改善普及

事業 

小規模事業者経営改善普及事業の実施に要

する経費のうち、次に掲げる事業費で、市

長が必要かつ適当と認めたもの。ただし、

人件費を除く。 

①指導事業費 

②資質向上対策事業費 

③経営指導推進費 

④小規模事業施策普及費  

⑤若手後継者等育成事業費 

⑥提案公募型地域魅力発掘育成事業費 

⑦広域振興事業費 

⑧経営安定特別相談事業費 

小規模事業者経営改善普及

事業に関する調査・研究 

中小企業景況調査等の実施に要する経費の

うち、小規模事業者経営改善普及事業に資

すると認められるもの。 

その他小規模事業者の経営

改善を図るために有益な事

業で市長が特に認める事業

その他小規模事業者の経営改善を図るため

に有益な事業で市長が特に認める事業に要

する経費 



第３ 団体に対する監査 

地方自治法第 199条第 7項の規定に基づき、市の補助金は補助目的に沿って適正

に執行されているかなどについて、 主として平成30年度（平成30年 4月 1日～平成

31年 3月31日）の事務について調査したが、指摘すべき事項はなかった。 

 第４ 市民経済局に対する監査

  商工会議所に対する財政援助団体監査に併せて、 地方自治法第 199条第 5 項の規

定に基づき、市民経済局所管の財務に関する事務のうち、商工会議所に対する事務

の執行について調査したが、指摘すべき事項はなかった。 


